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特定秘密保護法は法案成立で完成ではない

弁護士　清　水　　勉
１　秘密保護法の問題点

特定秘密の特定

適性評価制度（評価項目・基準、調査方法、個人情報の保有・利用）

罰則の重さと広さ

　国会と特定秘密・・・構造上の最大の問題
２　国政調査権

憲法上の国政調査権は尊重されるべきではないのか

　※　憲法第６２条　両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関して、証人の出頭及び証言並びに記録の提出を要求することができる。
　　　↓
　※　国会法第百四条　各議院又は各議院の委員会から審査又は調査のため、内閣、官公署その他に対し、必要な報告又は記録の提出を求めたときは、その求めに応じなければならない。
　　２ 　内閣又は官公署が前項の求めに応じないときは、その理由を疎明しなければならない。その理由をその議院又は委員会において受諾し得る場合には、内閣又は官公署は、その報告又は記録の提出をする必要がない。
　　３ 　前項の理由を受諾することができない場合は、その議院又は委員会は、更にその報告又は記録の提出が国家の重大な利益に悪影響を及ぼす旨の内閣の声明を要求することができる。その声明があつた場合は、内閣又は官公署は、その報告又は記録の提出をする必要がない。

　　⇒　「内閣の声明」がありさえすればよい・・・実効性には疑問

　　４　前項の要求後十日以内に、内閣がその声明を出さないときは、内閣又は官公署は、先に求められた報告又は記録の提出をしなければならない。
　　⇒　声明を出し忘れなければよい

　憲法上の権限としてはあまりにも弱すぎる

３　国会（議員）のアクセス権

第１０条第１項第１号イ

　※　（その他公益上の必要による特定秘密の提供）
第十条　第六条から前条までに規定するもののほか、行政機関の長は、次に掲げる場合に限り、特定秘密を提供することができる。
　　一　特定秘密の提供を受ける者が次に掲げる業務又は公益上特に必要があると認められるこれらに準ずる業務において当該特定秘密を利用する場合であって、当該特定秘密を利用し、又は知る者の範囲を制限すること、当該業務以外に当該特定秘密が利用されないようにすることその他の当該特定秘密を利用し、又は知る者がこれを保護するために必要なものとして政令で定める措置を講じ、かつ、我が国の安全保障に著しい支障を及ぼすおそれがないと認めたとき。
　　　イ　各議院又は各議院の委員会若しくは参議院の調査会が国会法第百四条第一項又は議院における証人の宣誓及び証言等に関する法律第一条の規定により行う審査又は調査であって、国会法第五十二条第二項又は第六十二条の規定により公開しないこととされたもの
「その他」に位置づけられている

国権の最高機関という位置づけになっていない

内閣が制定する「政令で定める措置」を講じないと行政機関に相手にされない

★　行政・官僚の国会（議員）に対する強い不信感

　※　（その他公益上の必要による特定秘密の提供）

第十条　第四条第五項、第六条から前条まで及び第十八条第四項後段に規定するもののほか、行政機関の長は、次に掲げる場合に限り、特定秘密を提供するものとする。
一　特定秘密の提供を受ける者が次に掲げる業務又は公益上特に必要があると認められるこれらに準ずる業務において当該特定秘密を利用する場合（次号から第四号までに掲げる場合を除く。）であって、当該特定秘密を利用し、又は知る者の範囲を制限すること、当該業務以外に当該特定秘密が利用されないようにすることその他の当該特定秘密を利用し、又は知る者がこれを保護するために必要なものとして、イに掲げる業務にあっては附則第十条の規定に基づいて国会において定める措置、イに掲げる業務以外の業務にあっては政令で定める措置を講じ、かつ、我が国の安全保障に著しい支障を及ぼすおそれがないと認めたとき。

イ　各議院又は各議院の委員会若しくは参議院の調査会が国会法（昭和二十二年法律第七十九号）第百四条第一項（同法第五十四条の四第一項において準用する場合を含む。）又は議院における証人の宣誓及び証言等に関する法律（昭和二十二年法律第二百二十五号）第一条の規定により行う審査又は調査であって、国会法第五十二条第二項（同法第五十四条の四第一項において準用する場合を含む。）又は第六十二条の規定により公開しないこととされたもの

　若干の、大きな譲歩

　「政令で定める措置」　⇒　「国会において定める措置」

　行政側で作成する措置に従わないと、国会は特定秘密をみることができない

　国会自ら作成する措置でよい

　もちろん、重要なことは国会の秘密情報へのアクセス権を実現できるか
　国会が議員にとってあまりにも緩い措置しか作れなければ、アクセス権は実現できない
　

附則第１０条

　※　（国会に対する特定秘密の提供及び国会におけるその保護措置の在り方）

第十条　国会に対する特定秘密の提供については、政府は、国会が国権の最高機関であり各議院がその会議その他の手続及び内部の規律に関する規則を定める権能を有することを定める日本国憲法及びこれに基づく国会法等の精神にのっとり、この法律を運用するものとし、特定秘密の提供を受ける国会におけるその保護に関する方策については、国会において、検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
４　特定秘密保護法と国会（議員）の行政監視

　特定秘密保護法がなくても、秘匿性の高い情報はあり、国会に顕出されなかった

このままでいいか？

⇒　何もしないことは国民主権の幻想

特定秘密法のあるなしに関係なく行政監視は必要
　国政調査権のレベルアップ
　特別委員会の設置

５　国政調査権のレベルアップ

　秘密会の運営に関する規定

　※　国会法

第六十二条 　各議院の会議は、議長又は議員十人以上の発議により、出席議員の三分の二以上の議決があつたときは、公開を停めることができる。 

第六十三条 　秘密会議の記録中、特に秘密を要するものとその院において議決した部分は、これを公表しないことができる。

　※　参議院規則
　　第２３６条　国会法第６３条により公表しないものを他に漏した者に対しては、議長は、これを懲罰事犯として、懲罰委員会に付託する。

　
秘密会の運営の厳格化
　・場所の限定　　　・知る者の範囲の限定　　・資料持ち帰りの禁止

　・場所外での言論活動の制限

　・違反に対するペナルティ・・・懲罰請求

　

６　特別委員会の設置

　秘密会以上の厳格な運用により、より秘匿性の高い情報を国会に引き出す

特定秘密保護法に反対の立場からはいらない制度か？

衆参両議院にそれぞれ作るか、統一的なものを１つ作るか

　だれが委員を選ぶか　⇒　議員間で選ぶしかない
　委員の人数をどうするか
・　機動力と迅速な対応が必要

・　衆参両議院から、様々な政党からの参加

　　　　　⇒　十数名程度か

　委員構成をどうするか
⇒　多数決で決めると多数派（与党）だけになり、行政から距離を置く特別委員会を作る意味がなくなってしまう
⇒　与野党の議員の構成比を問わず、与党委員数・野党委員数を確定しておく
　　与党内・野党内での政党ごとの委員の割り振りをどうするか

　　議会の承認という手続

常設・非常設　・・・　行政は「常設」
　

　「保護措置」
　①　会議の非公開

②　特定秘密を見る場所の限定

③　見る者の範囲の限定　・・・　委員と事務局職員のみ

　　職員については適性評価を行う

→　国会内部の職員で対応する必要がある

★　公安警察など外部に委託すると、そこに弱みを握られることになりかねない
④　独立の事務局体制とその強化

　　内部告発の受付

　　職員による立ち入り調査権

⑤　議員について適性評価に替わる研修

⑥　議員の懲罰・罰則

　　漏えいした委員については、委員長から議長に報告して処分を求める

免責特権が及ばない場面では、処罰の対象になる
⑦　議事録
作成しないことが秘密保護としては実効的

しかし、将来の委員・事務局の検討資料がないことなり、資料の蓄積による議論の継続性と委員のレベルの高度化が実現できなくなる

特別委員会の進化は重視されるべきである

　　　⇒　当面は、将来的な公開を決めておく必要はないのではないか

　　　　　・　官僚が特定秘密を特別委員会に提示することを控える原因になるおそれ

　　　　　・　運用が安定すれば、一定範囲を将来的に公開することについて、官僚側がある程度譲歩する可能性が出て来るのではないか

　
７　国会は行政秘密に向き合え

　国会法は憲法６２条を過不足無く反映しているか

　特定秘密保護法１０条１項１号イがなければ、問題はないのか

　特定秘密保護法がなければ、行政秘密はないのか、問題はないのか

　問題があるという現実を国会が直視するなら、行政監視機関としてより機能する制度の創設と、これに基づく実行に向かうべきではないか
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